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論 文 内 容 の 要 旨
本 論 文 で は 、 次 に示 す3つ の統 計 的 諸 問題 を扱 う。
第1部 で は 、 多変 量 定 常 時 系 列 変 量 間 の 因果 関係 分 析 が 議論 され る。
グ レ ンジ ャ ー(Granger(1969))に よ って 予 測 誤 差 に 基 づ く経 済 変 量 間 の 統 計 的 因 果 関 係 の
"o
perationa1"な 定 義 が 二 変 量 定 常 時 系 列 シス テ ム の なか で な され て以 来 、 非 因 果性 を検 定 す るた
め の 様 々な統 計 的 仮 設 検 定 法 が 提 案 され て きた 。 第1章 で は 、 因果 関係 を定 義 お よび そ の諸 性 質 が
概 説 され る。 第2章 では 、 時 間 領 域 で の 因果 関 係 を 検 出 す るた め の お もな統 計 的 検 定 法 お よび因 果
関 係分 析 の代 表 的 実 証 例 が 紹 介 され る。 第3章 では 、 周 波 数 領域 で の因,果関 係 分 析 が 議論 され 、 二
変 量 定 常 時系 列 シス テ ム のな か で 、 グ レソ ジ ャー の因 果 コヒ ー レ ンス と他 の2つ の 尺 度(ゲ ウ ィー
キの 線形 依 存 及 び フ ィー ドバ ッグ尺度 、赤 池 のRPC(relativepowercontribution))の 関係 が 示 され
る。(定 理3.1)
2組 の時 系 列 変 量 間 の因 果 関 係 分析 は、 第3の 変 量 が シス テ ム に存 在 す る場 合 の 分 析 に は、 直接
的 に は 拡 張 で きな い 。 グ レン ジ ャ ー(Granger(1980))は 、 そ の よ うな 場 合 の分 析 で は様 々な問 題
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点 が 生 じる こ とを 指 摘 した 。 また 、 シ ィアオ(Hsiao(1982))は 、 シス テ ムに 第3の 変 量 が 存 在 す
る場 合 に は 、通 常 の因 果 関 係 の 他 に 、 見せ か け の因 果 関 係 、 及 び 間 接 的 因 果 関 係 が存 在 す る こ とを
示 した 。 経 験 的 例 と して 、 シ ム ズ(Sims(1972))は 、 ア メ リカの 貨 幣 残 高 と名 目所 得 の 間 の 因 果
関 係 を二 変 量 時 系 列 モ デ ルの 中 で 分 析 し、 貨 幣残 高 か ら名 目所 得 へ の 一 方 方 向 の 因果 関係 を検 出 し
た。 しか し、利 子 率 を も シ ス テ ムへ 含 め た 研 究(シ ム ズ(1980))で は 、利 子 率 の重 要 性 が 強 調 さ
れ る結 論 とな った 。 そ こで 、4章 で は 、第3の 変 量 が シ ス テ ムに 存在 す る場 合 の 因果 関 係 分 析 に 、
偏 因果 性(PartialCauality)と い う概 念 を導 入 して分 析 を 行 う。
第3の 変 量 の効 果 を 両 方 の 変量 か ら除去 し、 そ の後 の変 量 ど う しの 因果 関 係 を偏 因 果 性 と定 義 す
る。 第3の 変 量 を 含 む 出 発 点 の シス テ ム と偏 因 果 性 の シ ス テ ムの 自己 回帰 係数 の関 係 が 定 理 と して
与 え られ る(定 理4.1)。 偏 因 果性 の シス テ ム に お い て一 方 方 向の 因 果 関 係 が生 じる ため の条 件 、 お
よび無 関係 に な るた め の 条 件 が 出 発 点 の シス テ ム の 自己 回帰 係 数 のゼ ロ制 約 とい う形 で与 え られ る
(系4.1、 系4.2)。 また 、 偏 因 果 関 係 に お け る シム ズ検 定 と もい うべ き分 布 ラ グ表 現 が 導 か れ る。
い ま(xt,yt,zt)を 出 発 点 の シス テ ム と し、(x∴yの を 第3の 変 量{zt}の 効 果 を 除
去 した 後 の 偏 因 果 関 係 の シス テ ム とす る。 そ の と き、x*がy*を グ レ ンジ ャー の意 味 で 引 き起 こ
して な い とい う命 題 は、Xtのytお よびZtの 過 去 、 現 在 お よび 未 来 へ の 回 帰 を考 え、yの 将 来 の
係数 が ゼ ロであ る と い う命題 に等 しい こ とが証 明 され た(定 理4.2)。 次 に は 、見 せ か け の 因 果 関 係、
間接 的 因果 関 係 と偏 因 果 関 係 の 関 数 が扱 わ れ る。 つ ま り、 偏 因 果 性 とい う概 念 を適 用 す る こ とに よ
って、 見 せ か け の因 果 関 係 、 間接 的 因果 関 係 が どの よ うに変 化 す るの か が調 べ られ る。 見せ か け の
因果 関 係 お よび 間 接 的 因 果 関 係 が 存在 す る と き、第3の 変 量 の効 果 を 除 去 した 後 で 一方 方 向 の因 果
関係 が 存 在 す るた め の 条 件 お よび無 関係 とな るた め の条 件 が 与 え られ る(命 題4.1、 命 題4.2、 命 題4,
3、 命題4.4、 系4.3)。 ア メ リカ と 日本 に お け る、 貨 幣 残 高 、 名 目所 得 お よび利 子 率 の問 の偏 因 果 関
係 の実 証 例 が5章 で 与 え られ る。 特 に 、 ア メ リカ の例 で は、 利 子 率 → 貨 幣 残 高→ 名 目所 得 とい う関
係 が 得 られ た 。』(こ こで 、A→Bは 、 変 量Aが 変 量Bを グ レ ンジ ャー の 意 味 で 引 き起 こす こ とを 意
味 す る。)
第2部 は 、 統 計 的 推 移 測理 論 に お け る仮 説 検 定 論 の なか の 同時 仮説 検 定 法 が扱 わ れ る。 階 層 化 さ
れ た対 立 仮 説 が 存 在 す る場 合 の 同 時仮 説 検 定 法 と して 、 まず 、Hosoya(1985)に よ って 提 案 され
た。"一 般 化 され た尤 度 比 検 定(AGeneralizedLikeli坤odRatio(GLR)Test)"を 基本 的 な道 具 と
して導 入 し、 そ の検 定 法 の定 義 、 検 定 統 計 量 の 分 布 上 の漸 近 的 性 質 が6章 で 概 説 され る。 次 に 、
GLR検 定 に 基 づ き、 階 層 化 さ れ た 線 形 回 帰 モ デ ル の 回 帰 係 数 の検 定 に 対 し、 小 標 本 の 同 時 仮 説 検
定 法 が2種 類 提 案 され る。
1つ は 、"階 層 化 さ れ た ベ ー タ検 定"と よば れ た も の で 、 回 帰 モ デ ル に対 す るGLR検 定 の小 標
本 版 とい うべ き もの で あ る。 も う1つ は 、通 常 の 回 帰 分 析 で 使 わ れ るF検 定 をmarginalな 検 定 統
計 量 と して 複 数 同 時 に 使 う もの で、"階 層 化 され たF検 定"と よぽ れ る。 まず 、 提 案 す る同 時 検 定




評価が可能 とな り、提案する小標本の同時仮説検定法を現実に利用可能な物 としている。特に、扱
う統計量め一部がマルコフ性をもつことを利用 して、多重積分の次元をおとし、数値積分による評
価に際し、計算:効率の点 より有効なアルゴリズムを与えている。
また、8章 ではここで提案 された小標本の同時仮説検定法の検出力の性質が調べ られる。検出力
の最大機会損失 という概念によって、提案された2つ の検定法 と通常のF検 定 とが比較 され、提案
する検定法がいずれ も望 ましい検出力の性質をもつ ことが示されたσつまり、提案する同時検定法
と通常のF検 定を比較 した場合、一様に一方が他方を陵駕することはないが、提案する同時検定法





を扱 う。11章 では、,補助統計量を条件付 ぎとして推測を行 う条件性原理の視点から、過剰識別の構
造方程式に関する制限情報最尤推定量の漸次分散の推定量の比較をおこな う理論的基礎が与えられ
る。漸近的最大補助統計量を条件付 きとした条件付分散の近似として観測されたフィッシャー情報
量に基づ くLiu&Breen推 定量が期待 フィッシャー情報量に基づ くものよりも平均2乗 誤差の意味
で良い推定量であることが示 される(定 理11.1、 定理11.2)。12章 では、モンテカルロ・シミュレー














著者は、第1部 第1章 において、Granger(1969)に よる二変量定常時系列における因果関係の
概念、そこから派生する諸性質を概説 し、第2章 で、時間領域でり因果関係を検出するためのおも
な統計的検定法を概説 し、さらに因果関係分析において、代表的実証例である、名 目所得と貨幣残
高 との間の分析に関する議論を紹介 している。第3章 では、周波数領域での因果関係分析を紹介す
るとどもに、二変量定常時系列に対する周波数領域における因果性尺度であるGrangerに よる因








題となる二変量から除去 し、そうした後で二変量間の因果関係を扱 うものである。 この概念にもと
ついて著者は、偏因果性のシステムと第三の変量を含む出発点の三変量:システムについて、両シス




ているが、定理4.2に おいて著者は偏因果関係に対するSims検 定を可能にする分析 ラグ表現を導
いている。つまり、今、三変量(X,y,Z)を 出発点のシステムとし、(X*,y*)を 第三の変
量{Z}の 効果を除去 した後の偏因果関係のシステムとする。その とき、変量X兼 が変量y*を







第5章 では第4章 で考察 した偏因果性の分析をアメリカと日本における、貨幣残高、名目所得お
よび利子率の間の因果関係の実証分析に応用している。 とくに、1947年 第1四 半期から1983年 第3
四半期までの季節調整済データを使用 して行われたアメリカ経済の分析では、利子率が貨幣残高を








て、細谷(1985)に よって提案 された、"一般化尤度比検定(GLR検 定)"を 紹介 し、その検定法
の定義および考え方、検 定統計量の分布の漸近的性質を概説 している。第7章 において著者は、階
層化された線形回帰モデルの回帰係数の検定に対 し、GLR検 定に基づ く小標本の同時仮説検定法
を二種類提案 している。一つ'は、"階層化されたβ検定"で あ り、回帰モデルに対するGLR検 定の
小標本版 となっているものである。もう一つは、通常の回帰分析で用いられるF検 定を周辺検定統




し、必ず しも偶数個に分けられない場合には、数値的に積分評価が可能 となる手続きを提案 してい










る。 とくに、・日本における名目所得と貨幣残高のあいだの因果関係分析のためのSinls検 定に対 し
て同時仮説検定法を適用した例では、F検 定を利用する通常のSims検 定による結果と比べて、同











つくLiu&Breen推 定量:が期待Fisher情 報量にもとつくものよりも平均2乗 誤差の意味で良い推
定量であることを証明 している。
第12章 では、制限情報最尤推定量の小標本の条件付 き特性を、二本の構造方程式を設定 しその う
ちの一つが過剰識別となるようなモデルを考え、モンテカルロ法によって調べている。ここでの著
者の 目的は二つあ り、一つは、第11章 で得られた結果が小標本でも成立するかどうかを確認するこ
と、そ してもう一つは制限情報最尤推定であらわれる固有方程式の最小固有根を条件付きにした推
測の有効性を確かめることである。前者については、標本数が20、 誤差項の間に相関がないケース
を基本 として、さらに標本数を30な いし12に増減 したケース、誤差項の間に相関があるケースなど
さまざまなケースを設定 し比較を行っているが、いずれのケースにおいて も一般に、観測された





第13章 において著者は、条件付推測を理論的に展開 している。Tを 標本数 として、条件付分布
の1/Tの オーダーまでの漸近展開によって、最小固有根による条件付分布 と条件付 きでない分布
について高次漸近展開の比較を行っている。そして、最小固有根にもとつ く漸次的補助統計量と過
剰識別度の大きさとが両分布間の関係を決定 し、漸近的補助統計量が過剰識別度 より大きいときに






係数の有意性検定に関 して、条件付きではないKlein自 身の結果 と条件付推測 とを比較している。
その結果、条件付推測を適用 した場合には、係数の信頼区間が条件付でない場合よ り広が り、
Kleinの 推定値の信頼性はより低 く評価されるべきであることを示 している。
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本論文において、照井氏は時系列解析及び計量経済における統計的推測の基礎的諸問題に取 り組
み、氏の独自の解決法を提示 している。なかでも第4章 に示された偏因果性概念の導入 と、その統
計的検定法は、三変量時系列 システムに新 しい分析方法を与える優れた貢献であ り、回帰分析にお
ける同時検定法として第7章 に示 された氏の階層化されたβ検定及びF検 定の業績は、近年議論さ
れているモデル選択問題に、一つの有用な接近法を提示 したものとして、高 く評価でぎる。数学的
解析、数値計算、シミュレーション、実証分析等広範囲にわたる丹念な作業の中で示された氏の高
度な研究能力は、氏が今後 この分野において多 くの研究結果を挙げることを期待させるに十分であ
る。
以上により、本論文は経済学博士学位論文として合格と判定する。
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